The consummated time of the export of child pornography from a foreign country by 岡田 好史
最高裁判所平成20年３月４日第二小法廷決定
（平成18年（あ）第1249号，児童買春，児童ポルノに係る行為等の処罰及び児
童の保護等に関する法律違反，関税法違反被告事件）
刑集62巻３号85頁，判例時報2031号160頁，判例タイムズ1289号96頁
【参照条文】児童買春，児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関
する法律７条４項，同６項
〔事実の概要〕
当時Ｔ国に居住していた被告人は，児童買春，児童ポルノに係る行為等の処罰及
び児童の保護等に関する法律（以下，児童ポルノ禁止法と略す）２条３項にいう
「児童ポルノ」であるDVDをいわゆるマザーとして，その電磁的記録を，何も記録
されていない空のDVDに記憶させたものを日本に居る者に販売して利益を得ようと
企てた。
被告人が考えた販売方法は，次のようなものである。①マザーDVDの電磁的記録
の全部又は一部を，空のDVDにコピーさせるものを日本国内で運営されているイン
ターネット・オークションに出品する。②入札期間が終了した時点で最高値をつけ
た入札者が自動的に落札者となると，同人とインターネットで連絡を取り合い，代
金の振込先口座を伝えるなどし，口座への落札者からの代金振込入金を確認した後
に，落札に係るマザーDVDを空のDVDにコピーして，これを封筒に入れるなどして
梱包する。③この封筒等を，Ｔ国の郵便局で，日本に居るいわゆるエンドユーザー
である落札者の住所にあてて，国際スピード郵便に付して送付する。
被告人は，以上の方法で，Ｔ国所在の郵便局から，落札した６名の者に対し，前
後６回にわたり，「輸出先住所」欄記載の各住所あてに，「児童ポルノ」DVDを国際
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スピード郵便物として航空便でそれぞれ発送し，情を知らないＴ国内の国際空港関
係作業員らをして，同郵便物を同空港から出発し，成田国際空港に到着する航空機
に搭載させ，「児童ポルノ」を輸出した。しかし，「児童ポルノ」DVDは，成田国際
空港到着後，情を知らない同空港関係作業員らをして，取り降ろされ，各郵便物は，
郵便局に搬入されたが，税関職員による検査を受けた際に，発見されたため，その
目的を遂げなかった。
被告人は，以上の行為について，児童ポルノを不特定の者に提供する目的で児童
ポルノを外国から輸出したものとして，外国からの児童ポルノ輸出罪（児童ポルノ
禁止法７条６項，４項）に，児童ポルノの購入者と共謀の上，輸出禁制品である児
童ポルノを輸入しようとしてこれを遂げなかった点につき輸入禁制品輸入未遂罪
（関税法109条３項，２項，関税定率法21条１項８号（2006年改正前のもの。現在の
関税法69条の11第８号））で起訴された。１審（名古屋地判平成17年12月22日刑集
62巻３号109頁），２審（名古屋高判平成18年５月30日刑集62巻３号113頁）とも，
これら罪の成立を認めたが，２審以降，弁護人は，本件では輸出先である買い主が
いわゆるエンドユーザーである点をとらえ，そこから児童ポルノが不特定の者に提
供されるわけではないから，本件輸出行為は児童ポルノを不特定の者に提供する目
的を欠くなどとして，外国からの児童ポルノ輸出罪の成立を争い，上告趣意でも同
様の主張をしていた。
〔決定要旨〕
最高裁は，上告を棄却したが，児童ポルノ禁止法７条６項の罪の成否について以
下のとおり職権で判断した。
「被告人は，本件児童ポルノであるDVDを送付する時点では，特定の者にあてて
国際スピード郵便に付している。しかし，被告人は，児童ポルノであるDVDをイン
ターネット・オークションに出品して不特定の者から入札を募り，入札期間の終了
時点で最高値の入札者を自動的に落札者とし，その後当該落札者にあてて落札され
たDVDを送付したものであって，本件輸出行為は，上記DVDの買受人の募集及び決
定並びに買受人ヘの送付という不特定の者に販売する一連の行為の一部であるか
ら，被告人において不特定の者に提供する目的で児童ポルノを外国から輸出したも
のというを妨げない。〔児童ポルノ禁止〕法７条６項にいう『第４項に掲げる行為
の目的で』との要件を肯認した第１審判決を是認した原判断は，結論において相当
である。」（〔 〕内筆者）
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〔研究〕
Ⅰ　インターネット・オークションの仕組み
インターネット・オークションとは，インターネット上で行われるオークション
のことであり，主としてオークション事業者（古物営業法にいう古物競りあっせん
業者）の運営するWebサイト上で行われるものを指す。
現在市場において最も普及しているインターネット・オークションにおいて，事
業者が利用者に対して提供している仕組みは次のとおりである。
①商品や役務の提供を希望する者（出品者）が，価格を設定して，その商品や役
務に関する情報（文字や写真）をインターネット上の指定のWebサイト（オークシ
ョン事業者の運営するWebサイト）に掲載する。
②商品や役務の購入希望者は，当該Webサイトを閲覧し，掲載されている商品や
役務の購入を希望したいと考えると，購入希望金額を入力する。
③あらかじめ決められた期間，入札を受け付けて，一定時間経過時点で出品者の
提示する値段に同意した人，またはオークションで競って最高の購入希望価格を提
示した人（落札者）が，その商品の第一位の購入権を得る。一般的なオークション
サイトでは，現在の最高価格が表示されており，その価格よりも高い金額であれば
入札できるといった仕組みを設けている。
④最高の購入希望価格を提示した人の連絡フォームや連絡先メールアドレスが，
商品や役務の提供を希望する者に通知される。
売買契約の締結は，システム上の「落札」後に，出品者と落札者が直接やりとりす
ることにより行われ，取引が成立すると，落札者がその商品や役務を購入できる。
オークションサイトそのものは，画像が投稿できる商品売買のための個人広告掲
載サービスということができる。オークション事業者（サイト運営者）は場の提供
のみを行うのが原則であり，商品が落札されてから後のやりとりには一切介入しな
い。したがって，インターネット・オークション事業者は，システム上連絡先を一
方的に通知するだけであり，売手や買手の代理人ではない。また，契約の仲介など
の媒介は行えない。このようにインターネット・オークションは，通常のオークシ
ョンとは全く異なっている。
インターネット・オークションの国内市場規模は，2007年度では1兆7,600億円，
2009年度では2兆800億円に上るといわれている
（１）
。取扱品目は，コンピュータ，フ
ァッション，チケット，金券，宿泊予約，土地や家屋等，多種多様な商品が取り扱
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われており，近年では自治体のネット競売もインターネット・オークションサイト
を利用して行われるようになっている。その一方で，インターネット・オークショ
ンでは，本件のように違法物品の出品や，代金を支払っても商品が送付されてこな
い等の詐欺的行為が行われるなど社会問題化している
（２）
。
Ⅱ　児童ポルノ禁止法の概要
児童ポルノ禁止法は，児童に対する性的搾取および性的虐待が児童の権利を著し
く侵害することの重大性にかんがみ，あわせて児童の権利の擁護に関する国際的動
向を踏まえ，児童買春，児童ポルノに係る行為等を処罰するとともに，これらの行
為等により心身に有害な影響を受けた児童の保護のための措置等を定めることによ
り，児童の権利を擁護することを目的とする（１条）。1996（平成８）年にストッ
クホルムで開催された「第１回児童の商業的性的搾取に反対する世界会議」（CSEC）
で日本人によるアジアでの児童買春やヨーロッパ諸国で流通している児童ポルノの
８割が日本製と指摘され厳しい批判にあったこと，および国内においては援助交際
が社会問題化していたことから，1998（平成10）年に超党派の「児童買春問題プロ
ジェクトチーム」や「児童買春問題勉強会」が議員立法として提出し，1999（平成
11）年５月26日に公布，同年11月１日に施行された。これにより，児童を対象とし
た買春やその斡旋，性的な虐待およびその斡旋，ならびに児童をモデルとした性的
なビデオ動画や画像の撮影，複製，頒布，児童買春等目的人身売買などが，旧来の
「児童福祉法」などとは別に新たに処罰されるようになった。
その後，児童買春及び児童ポルノに係る行為の実情，児童の権利の擁護に関する
国際的動向等にかんがみ，これらの行為が強い非難に値することをより明らかにし，
児童の権利の擁護を十全なものとするため，厳格な処罰を行うことができるように
法定刑を引き上げるとともに，その処罰の範囲を広げること等を趣旨として，2004
年（平成16年）に附則６条に基づき改正案が成立し，６月18日に公布され，同年７
月８日から施行された
（３）
。
これにより児童買春罪（４条），児童買春周旋罪（５条１項），児童買春周旋を業と
する罪（５条２項），児童買春勧誘罪（６条１項），児童買春勧誘を業とする罪（６条
２項）の罰則の法定刑の引上げがなされ，児童ポルノ頒布等罪（７条）は児童ポルノ
提供罪に改められ，処罰範囲が拡張されるとともに，電磁的記録に関する文言が入
ったことで置かれたことで，児童ポルノについては，電磁的記録化されたポルノの
問題に対する解釈上の議論に対する一定の終止符が打たれることとなった
（４）
。
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この法律においては「児童」とは18歳に満たないものをいう（２条１項）。18歳
未満としたのは，児童福祉法や児童の権利に関する条約との整合性を考慮したため
である
（５）
。また，「児童ポルノ」とは，写真，電磁的記録（電子的方式，磁気的方式
その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，
電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ）に係る記録媒体
その他の物であって，次の①から③までのいずれかに掲げる児童の姿態を視覚によ
り認識することができる方法により描写したものをいうこととされた（２条３項）。
①児童を相手方とする又は児童による性交又は性交類似行為に係る児童の姿態
②他人が児童の性器等を触る行為又は児童が他人の性器等を触る行為に係る児童
の姿態であって性欲を興奮させ又は刺激するもの
③衣服の全部又は一部を着けない児童の姿態であって性欲を興奮させ又は刺激す
るもの。
近時においては，自民党・公明党が「児童ポルノをみだりに所持すること」を禁
止する改正案（169回国会衆法32号）を，民主党が，児童ポルノ禁止法は風俗犯罪
処罰法ではなく，あくまでも児童に対する性的搾取・性的虐待から児童の権利を保
護するための法律であることを明確にする観点から「児童ポルノ」という語を「児
童性行為等姿態描写物」に改めた上で，要件を限定しつつ，提供目的以外の児童ポ
ルノの取得等につき罰則を設ける改正案（171回国会衆法12号）を提案している
（６）
。
自民党・公明党案では，児童ポルノの被害がインターネットを通じて容易に拡大
し，削除などによる児童の権利回復が困難であることから，インターネット事業者
に対して，捜査機関への協力や，児童ポルノの送信を防止する措置を行なうよう努
力義務を規定している。また，附則では，今後検討する項目として，「漫画，アニ
メーション，コンピュータを利用して作成された映像，外見上児童の姿態であると
認められる児童以外の者の姿態を描写した写真等であって児童ポルノに類するもの
（児童ポルノに類する漫画等）」と，児童への性的虐待などとの関連性について，政
府が調査・研究を進めることとし，これら児童ポルノに類する漫画等の規制は，改
正法の施行後３年をめどに，調査結果を勘案しながら検討，必要に応じて措置をと
ることとし，インターネットによる児童ポルノの閲覧を制限するための措置につい
ても，技術開発の促進に十分な配慮をしながら，同様に３年後をめどに検討するこ
ととしている。
なお，自民党・公明党案では，同法を適用する上での注意規定について，従来の
「この法律の適用に当たっては，国民の権利を不当に侵害しないように留意しなけ
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ればならない」（改正案３条）とした条項を明確化するとし，これに「児童に対す
る性的搾取及び性的虐待から児童を保護しその権利を擁護するとの本来の目的を逸
脱して他の目的のためにこれを濫用するようなことがあってはならない」と追加す
ることも盛り込んでいる。
これに対し，民主党案は，対象を限定するかわりに，全般的に罰則を１段階ずつ
引き上げることとしている。また，提供目的以外の児童ポルノの製造に関しては，
現行法では，盗撮により児童ポルノを製造した場合は処罰されないというが，この
点について，盗撮など，児童に児童ポルノの姿態をとらせない場合についても，
「被写体となった児童の心身に有害な影響を及ぼしているといえる」として，処罰
対象に含めている。このほか，被害者の児童の保護に関する施策の見直しを盛り込
まれているが，自民党案で盛り込まれていた，インターネット事業者における送信
防止措置の努力義務や，漫画やアニメなども規制対象として調査・検討することな
どについては今のところ触れられていない。
Ⅲ　外国からの児童ポルノ輸出罪
１　立法時の児童ポルノ輸出入罪は，児童ポルノの頒布，販売，業として貸与，
または公然陳列の目的で，児童ポルノを外国に輸入し，または外国から輸出した日
本国民を，３年以下の懲役または300万円以下の罰金に処するとしていた（旧７条
３項）。前述の通り，2004年の児童ポルノ禁止法改正により，児童ポルノ頒布罪は
児童ポルノ提供罪と改められ，特定かつ少数の者に対する提供（電気通信回線を通
じて２条３項各号のいずれかに掲げる児童の姿態を視覚により認識することができ
る方法により描写した情報を記録した電磁的記録その他の記録の提供も含む）（新
７条１項）と，不特定または多数の者に対する提供（新７条４項）とに分けられると
ともに，後者を重く処罰することとした。そのうえで，児童ポルノ輸出入罪は，不
特定または多数の者に対する提供の目的で，児童ポルノを外国に輸入し，または外
国から輸出した日本国民を５年以下の懲役もしくは500万円以下の罰金に処するよ
うに改められた（新７条６項）。「提供」とは，当該児童ポルノまたは電磁的記録そ
の他の記録を相手方において利用しうべき状態におく法律上，事実上の一切の行為
をいい，必ずしも相手方が現に受領することまでは必要ではない
（７）
。また，７条６項
において不特定または多数の者に対する提供等の目的で，児童ポルノを外国に輸人
し，または外国から輸出した日本国民について処罰することが定められたのは，東
南アジアで児童ポルノを製造し，それを欧米に輸出するといった事清があることに
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対処するために，国外犯規定を定めたとされている
（８）
。児童ポルノ禁止法上の児童ポ
ルノ関連犯罪の公表された判例も多くはなく，まして外国からの児童ポルノ輸出罪
の問題について，正面から判示した判例は本件がおそらく最初であると思われる。
２　児童ポルノ輸出行為の実行の着手時期は，本件においては，被告人が児童ポ
ルノDVDが梱包された封筒等をＴ国の郵便局で国際スピード郵便に付した時点と思
われる。外国からの児童ポルノ輸出罪は目的犯であるが，本件においては，Ｔ国の
郵便局で国際スピード郵便に付した時点に，同罪における目的があるか争われた。
目的犯における目的は，一般に実行行為時に存するのと思われる。本件では、出品
者が児童ポルノであるDVDをインターネット・オークションに出品して不特定多数
人に対し入札を募り，お互いの提示条件を知ることができる状態で入札させ，最も
有利な価格で落札者を決定している。そして，その落札者に対し国際スピード郵便
に付した時点では，児童ポルノを提供する相手方は，既にインターネット・オーク
ションにおける落札者として「特定」されているということもできることから，被
告人の行為が児童ポルノを不特定の者に提供する目的で児童ポルノを外国から輸出
したものといえるかが問題となった。
この不特定性の問題については、たとえば、公然わいせつ罪においては，大阪高
判昭和30年６月10日高裁刑集８巻５号649頁は，「特定の少数人のみの認識し得る状
態においては原則として公然とは云い得ないのであるが，もしそれが現に特定の少
数人が認識し得るにすぎない状態にあるにせよ，偶発的に行われたものではなく一
定の計画の下に反覆する意図をもつて不特定人を引入れこれを観客として反覆せら
れる可能性のあるときは上記の趣意から見て，不特定又は多数人の認識し得べき状
態であると解すべき」と判示し，最決昭和31年３月６日裁判集刑112号601頁も，
「不特定多数の人を勧誘した結果……集まつたそれぞれ数十名の客の面前で判示の
所為に及んだことが認められるので……いわゆる数十名の客とは不特定の客の趣旨
である」と解している。東京高判昭和33年７月23日判タ83号53頁においても，不特
定多数の客を勧誘しこれに観覧の機会を提供している場合には，秘密に会員券を売
り会場に外部の人の出入を許さず，客同志もほとんどお互いに判らず，未成年者が
入場しなかったとしても，公然猥褻罪における公然性を阻却しないとしている。
わいせつ物公然陳列罪においては，最決昭和33年９月５日刑集12巻13号2844頁は，
観覧料を徴収し，外部との交通を遮断した自室において観客５名位に対し猥褻映画
を上映して観覧せしめた場合でも，その観客が上映者の依頼に応じ勧誘案内して来
た者である以上，刑法175条にいう公然陳列にあたるとしている。これに対し，宮
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崎簡判昭和39年５月13日下級裁判所刑事裁判例集６巻５～６号652頁は，特定の知
人３名と，これらの者と特別の関係あるもの２名の限られた少数の者に対してなさ
れた場合に，「『およそ多数とは２人以上をいう。』と定義づけられないでもないが，
これはすでに，規範概念を即物的に機械的に解する誤りをおかしているのみでなく，
かりに右定義を採用するとしても，それは，２人以上の者に観覧させ，またはさせ
うる状態におけば『公然』性を充足する場合があるという趣旨（充分条件）であつ
て，逆に２人以上なら必らず公然性があるとの趣旨に解すべきものでないと考える」
としている。
また，婦女に売淫をさせた者等の処罰に関する勅令２条についての最判昭和32年
９月27日刑集11巻９号2384頁は，同令２条にいうにいう売淫の意義について，売淫
とは，「売春防止法……二条が『売春』についていうごとく『対価を受け，又は受
ける約束で，不特定の相手方と性交する』ことをいう」と解し，「『不特定』という
ことは，もとより性交するときにおいて不特定であるという意味ではなく，不特定
の男子のうちから任意に相手方を選定し性交の対価に主眼をおいて，相手方の特定
性を重視しないということを意味する」と判示している。
このように，判例は，主として不特定性を対象の選択あるいは，対象の勧誘ない
しは募集の際の問題としていることがうかがわれる。本件についてみると，インタ
ーネット・オークションは，前述の通り不特定多数人に対し，お互いの提示条件を
知ることができる状態で買受けに係る申出をさせ，最も有利な価格での買受けの申
入れ者を決定するものであるから，輸出時点で相手方が特定されていたとしても，
不特定多数の人からの買受けをオークションにおいて募った結果である以上，やは
り不特定の者と解することができる。そのため本件における裁判所も同様に「不特
定性」を肯定したものと思われる。その点で本件は従来からの不特定性判断の延長
線上にあるといってよい。本件のようにインターネット・オークションに繰り返し
出品し，不特定の落札者を募っている場合には，輸出行為は，DVDの買受人の募集
および決定ならびに買受人ヘの送付という不特定の者に販売する一連の行為の一部
であるといえよう。
この点に関し，「単に個人的な鑑賞を目的とする少数の者に勧誘した上で提供す
る行為はそこからさらに不特定または多数の者に提供される可能性はほとんどない
といえ」るとの指摘がある
（９）
。しかし，外国からの児童ポルノ輸出罪は，不特定また
は多数人へ提供し，または公然陳列する目的で輸出することを規制するものである。
不特定または多数人に渡ることを期待して特定かつ少数の者に対し輸出した場合を
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念頭に置いたものとすれば，不特定性の判断における伝播可能性を問題としている
のであろうか。この点について、物を買い受けようとする者が売却しようとする者
を募る，いわゆる逆オークションに際して外国から輸出した場合には，特定少数人
に対し輸出することになるため，本罪の成否が問題となることはあろう。
大判大正６年５月19日刑録23輯487頁は，わいせつ物販売罪（刑法175条）にいう
「販売」の意義につき，「刑法第175條ニ所謂販賣トハ不定多衆ニ對シテ爲スノ目的
ニ出テタル有償的ノ讓渡行爲ヲ指稱シ苟クモ其目的ニ出ツル以上ハ單ニ一人ニ對シ
一囘ノ有價的讓渡行爲ヲ爲シタルニ止マル場合ト雖モ之ヲ同條ニ所謂販賣ト謂フヲ
妨ケス」と判示し，最決昭和31年９月25日裁判集刑114号743頁は，わいせつ物販売
目的所持の事案において，被告人が１人に対し１回譲渡しようとした行為に販売目
的があるとしたのは大判大正６年に反するとの所論につき，「原判決は第一審判決
挙示の諸証拠……を綜合すれば被告人がＡ只一人のみでなく，他の不特定人に対し
販売する目的を有していたものであることは容易に看取することができる旨判示し
ていること判文上明白である」とした。また，東京高判昭和47年７月14日判例タイ
ムズ228号381頁は，猥褻図画を特定の１人に対して無償交付したにすぎない場合に
ついて，「わいせつ図画の頒布罪が成立するためには，わいせつ図画を不特定また
は多数人に無償交付することを要することは所論のとおりであるが，不特定または
多数人に対してなす目的のもとに無償交付がなされるかぎり，特定の１人に対して
２回の無償交付をなしたに止まる場合といえども，これを「頒布」行為というを妨
げないと解するのが相当である」としている。さらに，東京高判昭和62年３月16日
も，ビデオレンタル業を営む被告人が，顧客にわいせつビデオテープ２本を売渡し
た事案に関し，当該行為がたまたま１人の者に対する１回の売渡しであっても，そ
れが不特定たまは多数の者に対する売渡しの意図でなされた場合には，不特定の客
に対する「販売」に当たると判断している。
児童ポルノ提供罪の保護法益に関しては，大別して，被写体となった児童の個別
具体的な利益と解する個人的法益説
（10）
，児童一般の健全育成等といった社会的な利益
と解する社会的法益説
（11）
，その双方であるとする統合説
（12）
がみられる。個人的法益説は，
被写体児童の保護等に係る条項（15条１項，16条）の存在や立法趣旨から，児童ポル
ノ禁止法が漫画や絵等で実在しない児童によるポルノを客体から除外し，実在児童
を前提としていること等から主張されている。社会的法益説は，被写体児童の実在
性を要しない漫画等を規制客体とする点では有利な見解であるが，それは特定少数
人に対する児童ポルノ提供罪が設けられていることを説明するのが困難である。ま
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た，抽象的に「児童を性欲の対象としてとらえる風潮を蔓延させる高度の危険性」
（13）
から社会を保護することのみが法益であると解するならば，実在する被写体とされ
た児童に対する現実的な利益の侵害を離れて，「性道徳」を強制することにつなが
りかねない。児童ポルノ禁止法７条は，児童ポルノに描写された児童の心身に有害
な影響を及ぼし続けるだけではなく，このような行為が社会に広がるときには，児
童を性欲の対象としてとらえる風潮を助長することになるとともに，身体的および
精神的に未熟である児童一般の心身の成長にも重大な影響を与える
（14）
ため，児童ポル
ノを製造，提供するなどの行為を処罰している。同条６項の外国からの児童ポルノ
輸出罪は，外国の児童が児童ポルノの描写の対象とされて性的に搾取されている実
情があることなどにかんがみ，外国からの輸出は当該外国から他国へと児童ポルノ
を拡散させる行為であり，描写された児童の人権を大きく侵害するとともに，児童
を性的行為の対象とする風潮を国際的に蔓延させることを助長するもので，これに
対する国際的な対処が必要であることから，日本国民が児童ポルノを外国から輸出
する行為等をも処罰の対象にしたものと解される。児童ポルノ禁止法がわいせつ罪
的側面を有していることは否定できないが，１条にみられる法の目的や立法趣旨か
らすると，少なくとも現行法においては，第一次的には児童の個人的法益を保護し，
二次的に社会的法益を保護していると解すべきであろう
（15）
。
不特定または多数の者に対し外国から児童ポルノを輸出することは，当該外国か
ら他国へと児童ポルノを拡散させ，描写された児童の人権を大きく侵害する行為で
ある。不特定または多数の者に提供する目的でなされる輸出こそが問題なのであっ
て，本件における落札者が「エンドユーザー」とされたとしても，そこからさらに
拡散されるか否かが問題なのではない。特定少数人に輸出したとしても，不特定ま
たは多数の者に提供する目的でなされたのであれば，１回限りの行為であったとし
ても外国からの児童ポルノ輸出罪を構成するといってよく
（16）
，児童ポルノ輸出罪にお
いては伝播可能性まで求めるべきではないと解する。
３　関税法には「輸出」の定義規定が置かれているが（関税法２条１項２号），
児童ポルノ禁止法には「輸出」を定義した規定はない。「外国から輸出」とは，一
般的な意味においては，外国の領域外に搬送しようとすることをいうであろう。そ
うすると，外国から別な国に向けて貨物を送り出す行為が輸出の実行行為というこ
とになるが，既遂時期としては，貨物の移動につれて，①貨物を船舶や航空機に積
み込んだ時点，②貨物を積載した船舶や航空機が出港した時点，③輸出先の領海・
領空に入った時点，④目的地に到達した時点，⑤目的地に揚陸した時点等が考えら
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れる。
輸出を構成要件とする罪に関する判例を概観すると，古い大審院判例においては，
「輸出トハ内国所在ノ貨物ヲ外国ニ向ケ輸送スルコトヲ意味シ輸送ノ方法カ船舶ナ
ルトキハ内国ノ貨物ヲ船舶ニ積載シ其船舶カ外国ニ向ケ内国ノ港湾ヲ発スルト同時
ニ之ヲ積載セル貨物ハ内国ノ土地ニ対スル関係ヲ離脱シ内国所在ノ貨物タルノ性質
ヲ失却スヘキヲ以テ其貨物ハ此瞬間ニ於テ海外ニ向ケ輸出セラレタルモノトナルヘ
ケレハナリ」として②と解するものもみられるが（明治35年勅令256号違反に関す
る大判明治36年４月24日刑録９輯625頁，大判明治36年４月28日刑録９輯642頁），
多くは①であると解してきた。たとえば，（旧）銃砲火薬類取締法の無許可輸出罪
については，輸出を国外に移出するものとした上で，水路による輸出を国外に仕向
けられた船舶に積載することで完成し，貨物が仕向け地に到達したか否かは問題で
はないとした（大判大正13年４月16日新聞2273号20頁，大判昭和４年８月29日刑集
８巻428頁）。また，（旧）「モルヒネ」「コカイン」及其ノ塩類ノ取締ニ関スル内務
省令の無許可輸出罪等に関する大判大正15年８月２日刑集５巻404頁は，外国に搬
出するため，これらの地域に仕向けられた船舶・航空機などの輸送機関に目的物を
積載することを輸出と解していた。ほかにも大正６年大蔵省令28号違反に関する大
判大正８年２月17日刑録25輯４巻198頁，昭和６年大蔵省令36号違反に関する大判
昭和８年４月25日刑集12巻488頁や，ポツダム宣言の受諾に伴ひ発する命令に関す
る件に基く関税法の罰則等の特例に関する勅令違反に関する最判昭和23年８月５日
刑集２巻９号1134頁，（旧）関税法76条の無許可輸出罪に関しても同様に解してい
た（最判昭和25年９月28日刑集４巻９号1820頁，最判昭和35年12月22日刑集14巻14
号2183頁等。なお，最決昭和32年７月19日刑集11巻７号1987頁は，政府の免許を受
けないで貨物をＫ国へ密輸出しようと企て，海上付近でＫ国向けのＫ国船に貨物を
積み換える目的をもって，宇品港で本邦船に貨物を積載し，田の浦港に入港した際
に検挙され，その目的を遂げなかったときは，密輸出未遂罪が成立するとした）
（17）
。
本件は，被告人が，Ｔ国内から本邦に居住する者らに宛てて児童ポルノDVDを国
際スピード郵便物として航空便でそれぞれ発送し，情を知らない同国内の空港関係
作業員らをして，これらの郵便物を同空港から本邦の成田国際空港に到着する予定
の航空機に搭載させた時点が，児童ポルノの外国からの輸出罪の既遂と判断したが，
それは，このような他法令にみられる輸出罪の理解の延長線上に置かれているとい
ってよいだろう。
外国からの児童ポルノ輸出罪が児童ポルノの輸出を規制しているのは，外国から
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他国へと児童ポルノを拡散させ，描写された児童の人権を大きく侵害する行為を規
制するとともに，児童ポルノが国際的に規制されていて，わが国もこれに協力する
措置を講じることで，児童ポルノの国際的な流通を規制することにある。外国から
他国へと輸入されるか否かを問わず，日本国民が児童ポルノを外国から出さないよ
うにすることが被害児童の保護につながり、国際協力の姿勢としても徹底している
といえよう。したがって，現在の輸送機関の発達等にもかんがみると，不特定また
は多数人に提供する目的で，船舶や航空機その他の輸送機関に児童ポルノを積載し，
または自己もしくは他人が児童ポルノを携帯して輸送機関に搭乗することによって
既遂に達し，この段階にいたれば，児童ポルノが他の国において流通し，ひいては
これに描写された児童の性的搾取が重ねられるという危険が現実化したものという
ことができる。
以上みてきたように，Ｔ国内から，インターネット・オークションに児童ポルノ
DVDを出品した被告人が，本邦に居住する落札者に宛てて児童ポルノDVDを国際ス
ピード郵便物として航空便でそれぞれ発送し，情を知らない同国内の空港関係作業
員らをして，これらの郵便物を同空港から本邦の成田国際空港に到着する予定の航
空機に搭載させた時点で，外国からの児童ポルノ輸出罪が既遂となるとした本件決
定の結論は妥当な解釈を示したものといえよう。
注
（１）野村総合研究所『これから情報・通信市場で何が起こるのか』東洋経済新報社（2005年）
（２）都道府県警察のサイバー犯罪相談窓口等に寄せられたインターネット・オークションに関
する相談受理件数は，減少傾向にあるものの、2008（平成20）年は8,990件，2009（平成21）年
上半期に4,080件にのぼり，インターネット・オークション利用詐欺の検挙件数は，2008年は
1140件，2009年上半期は295件であった（「平成21年上半期のサイバー犯罪の検挙状況等につい
て」<http://www.npa.go.jp/cyber/statics/h21/pdf50.pdf>〔2009年９月９日確認〕）。
（３）児童ポルノ禁止法制定・改正の経緯については，園田寿『解説 児童買春・児童ポルノ処罰
法』日本評論社（1999年），池田泰昭「児童買春，児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の
保護等に関する法律の制定について」警察学論集52巻９号（1999年）122頁以下，森山真弓・
野田聖子編著『よくわかる改正児童買春・児童ポルノ禁止法』ぎょうせい（2005年）２頁以下，
島戸純「『児童買春，児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律の一部を
改正する法律』について」警察学論集57巻８号（2004年）77頁以下，井川良「法令解説 児童買
春，児童ポルノに対し，より厳格に対処--児童買春，児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童
の保護等に関する法律の一部を改正する法律」時の法令1734号（2005年）37頁以下等参照。
（４）サイバーポルノの問題として，電磁的記録の記録媒体が刑法175条にいう「わいせつ物」に
あたるかが争われていたが，最高裁は，平成13年７月16日決定において，パソコンネットの開
設運営者が自己の管理するホストコンピュータのハードディスク内にわいせつ画像データを記
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憶・蔵置させ，同パソコンネットの不特定多数の利用者が電話回線を通じて，これらのわいせ
つ画像を閲覧可能な状態に置いた事例において，原審判断を是認し，①わいせつな画像データ
を記憶，蔵置させたいわゆるパソコンネットのホストコンピュータのハードディスクは，刑法
175条が定めるわいせつ物に当たる。②刑法175条にいうわいせつ物を「公然と陳列した」とは，
その物のわいせつな内容を不特定又は多数の者が認識できる状態に置くことをいい，わいせつ
な内容を特段の行為を要することなく直ちに認識できる状態にすることを要しない。③いわゆ
るパソコンネットのホストコンピュータのハードディスクにわいせつな画像データを記憶・蔵
置させ，不特定多数の会員が自己のパソコンを使用して，この画像データをダウンロードした
上，画像表示ソフトを用いて画像を再生閲覧することが可能な状態に置くことは，刑法175条
にいうわいせつ物を「公然と陳列した」ことに当たる，としてわいせつ物公然陳列罪が成立す
るとした（刑集55巻５号317頁）。なお，「犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高度化に
対処するための刑法等の一部を改正する法律案」（163回国会閣法22）１条では，刑法175条１
項に「電磁的記録に係る記録媒体」を客体に加え，電気通信の送信によりわいせつな電磁的記
録その他の記録の頒布を禁じるとともに，２項を新設し，「有償で頒布する目的で，前項の物
を所持し，又は同項の電磁的記録を保管」する行為の禁止を提案していることから，成人のサ
イバーポルノにおいても将来的には立法的な解決が図られることが予定されている。
（５）森山ほか・前掲注（３）書20頁。
（６）その後，児童ポルノ禁止法改正案の両案は自民党，公明党と民主党の間で合意され，後は
委員会・本会議採決を残すだけであったが，参議院での麻生首相問責決議案の可決を理由に全
ての審議を拒否され，いずれも171回国会にて審査未了となっている。
（７）島戸純「児童買春，児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法津の一部
を改正する法律」ジュリスト1274号（2004年）64頁。
（８）白井美果「児童買春・ポルノ禁止及び人身売買罪等の人身の自由を侵害する行為について
の犯罪事実等のポイント」捜査研究679号（2008年）88頁。
（９）嘉門優「インターネット上のオークションにおける落札者に対し，児童ポルノDVDをタイ
から航空便で発送し，日本に向かう航空機に搭載させた時点で，児童ポルノ処罰法上の，不特
定の者に提供する目的による児童ポルノ輸出既遂罪の成立を認めた事例」速報判例解説４号
（2009年）139頁。
（10）永井善之「サイバー・ポルノ規制と刑事法改正」刑法雑誌45巻３号（2006年）34頁，渡邊
卓也『電脳空間における刑事的規制』成文堂（2006年）213頁等参照。
（11）上野芳久「児童買春と児童ポルノの刑事規制」西原春夫ほか編『佐々木史朗先生喜寿祝
賀・刑事法の理論と実践』（2002 年）527頁以下等参照。
（12）森山ほか・前掲注（３）書93頁以下，木村光江「児童ポルノ処罰とサイバー犯罪条約」『河
上和雄先生古希祝賀論文集』青林書院（2003年）174頁，佐久間修「国民の生活環境に対する
罪― わいせつ犯罪を中心として（1）」警察学論集58巻９号（2005年）206頁，208頁以下，豊田
兼彦「児童ポルノを受領する行為の可罰性について」近畿大学法科大学院論集４号（2008年）
83頁等参照。
（13）渡部直希「児童ポルノに該当するDVDをインターネット・オークションで販売し，タイ王
国から日本国内にいる落札者にあてて国際郵便で送付した行為について，児童買春，児童ポル
ノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律７条６項違反が成立すると認めた事例
［最二小決平成20 .3 .4］」警察公論63巻９号（2008年）93頁
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（14）145回国会衆議院法務委員会会議録12号（1999年）７頁（円より子参議院議員の答弁）。
（15）この点につき豊田教授は「重畳的」と表現しておられる（前掲・注（11）論文83頁）。
（16）そのため，特定少数人に提供する目的で特定少数人に対し輸出した場合には，外国からの
児童ポルノ輸出罪が成立しないことになる。しかし，同罪の構成要件が提供罪のそれとは別個
に定められており，日本国民による国外犯であって，児童ポルノ提供罪の特別法としての性質
も有することから，特定少数人に提供する目的で特定少数人に対し輸出した場合には，児童ポ
ルノ禁止法７条１項の児童ポルノ提供罪が成立するものと思われる。
（17）福岡高判昭和26年12月22日高刑判特19号52頁も，外国に仕向けられた船舶に貨物を積載す
る行為は，その船舶が本邦の領海を脱出すると否とにかかわらず密輸出の既遂罪に該当すると
判示している。
〈追記〉
本稿の校正段階で，渡邊卓也「児童ポルノをインターネット・オークションの落札者にあてて
外国から郵送した行為が『不特定』の者に提供する目的で外国から『輸出』したものといえると
された事例」刑事法ジャーナル19号（2009年）105頁に接した。
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